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最低賃金違反の事業場は１６.４％（28 年 1月～3月の監督指導結果） 

～ 前年同期より 2.4 ポイント増加 ～ 

 

 埼玉労働局（局長 田畑 一雄）は、県内の労働基準監督署が本年 1 月から 3 月に実

施した最低賃金の履行確保を図るための集中的な監督指導結果を以下のとおり取りまと

めたので発表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 

当 

埼玉労働局労働基準部賃金室 

室 長 野中 信孝 

室長補佐 角入 則夫 

電  話 048-600-6205  

1 最低賃金法違反の状況 

(1) 調査（監督指導）実施事業場数等（別紙表 1参照） 

平成 28 年 1 月から 3 月の間に 385 事業場に対し調査（監督指導）を実施した

結果、最低賃金額未満の賃金額で労働者を雇用していた事業場数は 63 事業場あ

り、違反率は 16.4％と前年度 14.0％に比べ 2.4 ポイント増加した。 

このうち地域別最低賃金適用事業場における違反率は 14.1 ％と前年度 13.5%

に比べ 0.6 ポイント増加し、特定(産業別)最低賃金適用事業場における違反率

は 34.1％と前年度 16.3%に比べ 17.8 ポイント増加した。 

(2) 最低賃金額未満の労働者数（別紙表 1参照） 

最低賃金額未満の賃金額で雇用されていた労働者数は 183 人で、調査（監督指

導）実施事業場の全労働者数に占める割合は 3.4％と前年度 5.3％に比べ 1.9 ポ

イント減少した。 

(3) 最低賃金額未満の労働者のうちのパート・アルバイトの割合（別紙表 2参照） 

最低賃金額未満の労働者のうちパート・アルバイトが 148 人と全体の 80.9％を

占めた。 

(4) 最低賃金に対する認識（別紙表 3参照） 

最低賃金以上の賃金を支払っていなかった 63 事業場のうち 4 事業場が、最低

賃金が適用されることを知らなかった。 

(5) 最低賃金額以上を支払っていなかった主な理由（別紙表 4参照：複数回答のた

め合計は 68 件）。 

最低賃金額以上を支払っていなかった事業場における理由のうち最も多かっ

たのは①「適用される最低賃金額を知らなかった」32 事業場で全体の 50.8％に

及んでいる。 



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これに続いて、②「賃金を時間額に換算して比較していなかった」10 事業場で

全体の 15.9％と続いている。 

  (6) なお、最低賃金額以上の賃金を支払っていない事業場に対しては、改定時に

さかのぼって最低賃金額以上の賃金を支払うよう改善指導を行った。 

2 今後の対応 

 埼玉労働局では、最低賃金の履行確保を図るため引き続き最低賃金制度及び

最低賃金額について広く周知を図るとともに、事業場に対する監督指導を実施

することとしている。 

※ 埼玉県の最低賃金額は、参考資料 1のリーフレット（必ずチェック！埼玉県最

低賃金）を参照願います。 

※ 最低賃金には、地域別最低賃金と特定（産業別）最低賃金の 2種類があり、現

在、埼玉県では、地域別最低賃金として「埼玉県最低賃金」が、特定（産業別）

最低賃金として非鉄金属製造業ほか 5産業の最低賃金が定められています。最低

賃金は毎年見直しが行われています。 



別紙

調査(監督
指導)実施
事業場数

最低賃金未
満事業場数

違反率(%)
調査(監督指導)実
施事業場労働者数

最低賃金未
満労働者数

最低賃金未
満労働者の
比率（%）

341 48 14.1% 4,907人 130人 2.6%

(408) (55) (13.5%) (4,870人) (225人） (4.6%)

44 15 34.1% 444人 53人 11.9%

(86) (14) (16.3%) (1,392人) (105人） (7.5%)

385 63 16.4% 5,351人 183人 3.4%

(494) (69) (14.0%) (6,262人) (330人） (5.3%)

※　（　）内は平成27年1月～3月の調査（監督指導)実施結果(以下同様）

【参考】最低賃金主眼調査(監督指導)実施状況の推移

合 計

最低賃金の履行確保を主眼とする調査（監督指導）結果 (平成28年1月～3月)

表１　調査（監督指導）実施事業場数、同労働者数

地域別最低賃
金適用事業場

特定（産業
別）最低賃金
適用事業場

499 518 514 495

385

70
49 50

74 63

14.0%

9.5%

9.7%

14.0%

16.4%

10.4%

8.3%
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820円
（＋18円）

771円
（＋12円）

759円
（＋9円）

785円
（＋14円）

802円
（＋17円）

最賃額

（引上額）



別紙

比率※

108人 83.1%

(198人） (88.0%)

40人 75.5%

(41人） (39.0%)

148人 80.9%

(156人） (47.3%)

※の数字は、最低賃金未満労働者数に対する割合(％)である。

事業場数 割　合

26 41.3%

33 52.4%

4 6.3%

63

事業場数 割　合

32 50.8%

4 6.3%

10 15.9%

22 34.9%

68 107.9%

地域別最低賃
金適用事業場

4,907人 130人

(4,870人) (225人)

表２　最低賃金未満労働者数のうちのパート・アルバイトの割合

調査(監督指導)実施事業場
労働者数

最低賃金未満労働者数

うちパート・アルバイト

表４　最低賃金額以上を支払っていなかった理由

特定(産業別)
産業別最低賃
金適用事業場

444人 53人

(1,392人) (105人)

合 計

5,351人 183人

(6,262人) (330人)

表３　最低賃金額以上の賃金を支払っていなかった事業場における最低賃金に対する認識

理　　　　　　　　由

適用される最低賃金額を知っている

最低賃金額は知らないが、最低賃金が適用されることは知っている。

最低賃金が適用されるとは知らなかった。

※　複数回答可のため事業場数の合計は最低賃金額以上を支払っていなかった事業場数を超え、割合も100％を超える。

理　　　　　　　　由

適用される最低賃金額を知らなかった

最低賃金改定を知っていたが賃金改定をしていなかった

賃金を時間額に換算して比較していなかった

その他（最低賃金の減額特例許可の更新を怠っていた等）

合　　　　　計






